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岩手県花巻市「花
か

南
なん

産業団地」 
 

 

岩手県花巻市は、県内唯一の空港である「いわて花巻空港」や東北新幹線「新花巻駅」に加え、東

北縦貫自動車道、東北横断自動車道に４ヶ所のICを有する高速交通網の要衝となっているほか、花巻

PAスマートICが令和６年３月に完成したことから本市の高速交通網がいっそう整い、さらなる利便性

の向上が期待されます。 

そのような中、本市では、岩手県の県南地域で集積が進む半導体・自動車産業の関連企業等に加え、

「2024年問題」への対応が必要な運輸・物流産業の誘導を軸に企業誘致活動を展開するため、新たな

企業の受け皿として、「花南産業団地」の整備に向けて取り組んでおります。 

先行開発しているＢ工区（花南産業団地中央部）については、以下のとおり分譲に関する協議（申

込）を受付します。 

 

１ 分譲用地の概要 

 

団地の名称 花南産業団地 Ｂ工区 

事業主体 花巻市 

所在地 花巻市山の神地内 

開発面積 12.23ha 

制限等 

都市計画区域 都市計画区域内 

都市計画用途 工業地域 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

緑地・環境施設 

の面積率 

緑地面積率 
※工場立地法における工場団地特例に

よる緩和措置あり 
環境施設面積率 

用水 上水道 

排水 公共下水道 

電力 
・普通高圧 

（特別高圧は東北電力ネットワーク（株）と要協議） 

交通アクセス 

・ 東北自動車道「花巻PAスマートIC」まで約1.3km 

・ JR東北新幹線「新花巻駅」まで約9km 

・ JR東北本線「花巻駅」まで約5km 

・ いわて花巻空港まで約10km 
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２ 分譲の概要 

 

区画 分譲面積 単価 
（㎡あたり） 分譲価格 

Ｃ 9,992.54㎡ 12,500円 124,906,750円 

Ｄ 8,519.97㎡ 12,500円 106,499,625円 

Ｅ 約 5,590㎡ 12,500円 69,875,000円 

Ｆ 約 5,500㎡ 12,500円 68,750,000円 

Ｈ 約 6,880㎡ 12,500円 86,000,000円 

 

※ 複数区画の分譲希望に関する協議も受付します。 

※ Ｅ・Ｆ・Ｈ区画は分譲決定後に分筆します。 

 

 

 参考：土地利用計画図 
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３ 分譲の流れ 

 

⑴ スケジュール 

 

 下記により分譲を希望する事業者から分譲に関する協議書（申込）の受付を開始します。 

 （協議書の詳細については、分譲要領「５ 分譲に関する協議書の提出」欄をご参照ください。） 

 

 

① 受付 

午前9時00分から午後4時30分まで（土休日などの閉庁日を除く） 

※お申し込みの際は、事前に企業立地推進室までご相談ください。 

（電話：0198-41-3537、Mail：ritti@city.hanamaki.iwate.jp）  

 

 

② 受付場所   花巻市商工観光部商工労政課企業立地推進室 

 

 

③ 受付後の流れ 次頁 フロー図参照 

      （協議書受付後、市役所内部による審査を行い、分譲予定者を決定します。） 

 

 

④ 引渡し時期の目安 

 5,000㎡以上かつ2,000万円を超える市有地の売払いは、議会の議決を要することから議会の開

会スケジュールに沿った契約となりますので、具体的な時期についてはご相談ください。    （「花巻市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第3条の規定による） 
  ※ 天災地変又は予見できない事由等により引き渡しの遅延が生じた場合において、花巻市は、

損害賠償責任を負わないものとします。 
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 ⑵ 手続きフロー図 

 

    

         事業者                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                           

① 協議書の提出（市議会定例会の約４ヵ月前） 

 

③ 決定通知（分譲予定者の決定） 

④ 立地協定の締結 

⑥ 土地売買契約「仮契約」の締結 

⑧ 土地売買契約「本契約」の締結（分譲の決定） 

⑨ 土地代金納入 

⑪ 土地の引き渡し 

⑤ 花巻市財産評価審議会 

⑦ 花巻市議会にて議案審議 

⑩ 所有権移転登記 

 （土地代金納入日） 

約
３
ヵ
月 

② 分譲予定者審査委員会の開催 

事  業  者 花  巻  市 
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４ 分譲の要件 

 

⑴ 次のいずれかの施設を設置しようとする企業等 

 

【日本産業分類】 

大分類 対象業種（中分類又は小分類） 

Ｅ：製造業 全業種 

 

Ｈ：運輸業，郵便業 44：道路貨物運送業、47：倉庫業、48：運輸に付随するサービス業 

 

Ｉ：卸売業，小売業 50：各種商品卸売業、51：繊維・衣服等卸売業、52：飲食料品卸売

業、53：建築材料、鉱物・金属材料等卸売業、54：機械器具卸売

業、55：その他の卸売業 

 

その他   ・上記事業者への賃貸を目的として施設の建設、維持管理等を行

う者(※) 

・その他市長が必要と認めるもの 

   ※賃貸を目的とした施設の建設を行う場合、後段「５ 分譲に関する協議書の提出」に定める事

業計画書に賃貸先事業者の名称及び事業内容を記載願います（賃貸先が未定の場合は記載不

要です）。 

 

⑵ （上記⑴の要件を満たした上で）次の要件をすべて備えている企業等 

① 花巻市内で新たな雇用を創出し、地域の経済発展に資する者 

② 原則、土地売買契約締結の日から起算して3年以内に着工することができる者 

③ 事業計画及び資金計画が適切で、かつ土地代金を確実に支払う能力を有する者 

④ 花巻市との公害防止協定の締結を受諾できる者 

⑤ 直近3年間に国税、都道府県税、市町村税の滞納がない者 

⑥ 花巻市暴力団排除条例（平成27年花巻市条例第52号）第2条第1号から同条第5号までに規定 

する暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団等に該当しない又は

これらに該当する者と密接な関係を有する者でない者 

※土地の売買契約後であっても、上記に該当しない場合、花巻市において土地を買い戻しする

場合があります。 

 

 

５ 分譲に関する協議書の提出 

 

⑴ 提出書類 

①  花巻市「花南産業団地（B工区）」分譲協議書（様式第1号） 

②  事業計画書 

③  定款（原本証明添付） 

④  履歴事項全部証明書（発行後3ヶ月以内のもの） 

⑤  直近3年の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書 

⑥  直近1年間に国税、都道府県税、市町村税の滞納がない旨の証明書 

⑦  暴力団及び暴力団員等に該当しない旨の誓約書（様式第2号） 

⑧  会社概要及び製品等の説明書 

⑨  立地レイアウト図案（A3で提出：縮尺 2000分の1以上） 

⑩  その他立地計画がわかるもの 

⑪  その他市長が必要と認める書類 
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 ⑵ 提出方法 

   下記へ持参又は郵送での提出をお願いします。 

   【提出先】 

    〒025-8601 岩手県花巻市花城町9-30 

     花巻市商工観光部商工労政課企業立地推進室 宛 

   ※提出部数  原本 １ 部  副本 ６ 部（写し可） 

 

 

 ⑶ 書類提出上の注意 

① 提出いただいた書類は、原則として返却しません。 

② 提出書類等の作成にかかる費用は、提出者側の負担とします。 

③ 提出書類の作成等にあたり、ご不明な点につきましては、商工労政課企業立地推進室へお問

い合わせください。 

※ ご照会内容及びそれに関する回答につきましては、広くお知らせする観点から花巻市のホー

ムページで公開します。 
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６ 分譲予定者の選定 

 

 ⑴ 分譲予定者の選定 

提出いただいた書類について、雇用創出や投資計画、地域貢献、経営状況などの観点から、市役

所内部で審査を行い、分譲予定者を選定します。 

（以下の審査項目参照） 

 

 ※ 選定の経過及び結果などに関するお問い合わせや異議申し立てなどは、一切応じられませんの

で、予めご了承ください。 

※ 区画に対する応募が1社であったとしても、審査の結果、分譲予定者に選定されない場合があり

ます。 

※ 協議書の提出後、後段の「表6-1：審査項目」及び「表6-2：審査項目ごとの評価視点」に基づ

き、審査するうえで不足する必要事項等について、別途分譲希望者に聞き取りを行う場合があり

ます。 

※ 審査を進める際に融資先の金融機関や賃貸先事業者等の関係者へ市からお問い合わせをする

場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

※ 花巻市が追加を必要と認めた資料について、提出を依頼する場合があります。 

 

 

⑵ 主な審査内容 

以下の内容を審査し、点数化をした上で、分譲予定者を決定します。 

※点数が５０点に満たない場合は不採用となります。 

 

【表6-1】 

審査項目 配点 

１．企業の概要 

及び事業計画 

1-1:経営の安定性 ４０ 

1-2:成長性・発展性 

1-3:事業計画の妥当性 

1-4:操業時期及び確度 

２．地域経済への波及効果 2-1:投資額（建物投資額、設備投資額等） ５０ 

2-2:製造品等出荷額 

2-3:雇用の創出 

2-4:市内・県内企業との取引拡大 

2-5:市内への定着 

３．加点要素 

 

その他 加点が認められる特記事項 ６０ 

  １５０ 
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表6-2 審査項目ごとの評価視点（チェックリスト） 

審査項目 評価視点 

１．企業の概要

及び 

事業計画 

1-1:経営の安定性 ・経営が安定しており、事業を実施しうる経営基盤を有してい

るか 

（業績（損益の状況）、財務状況（財務状況の安定性）等） 

 

1-2:成長性・発展性 ・経営の将来性、成長性の見込みがあるか 

 

1-3:事業計画の妥当性 

 

 

・物価変動を踏まえ、事業計画が具体的で実現性、継続性があ

るか。また必要な資力及び資金計画があるか 

・事業計画のリスク対策が取られているか、災害発生時におい

ても事業を継続できる計画となっているか（BCP対策） 

 

1-4:操業時期及び確度 ・早期着工、早期操業の計画となっているか、また設計・建築

業者が決まっているなど、確度の高い計画となっているか 

２．地域経済へ

の波及効果 

2-1:投資額（建物投資

額、設備投資額等） 

・投資による市内への経済波及効果があるか 

（投資に関して市内事業者を活用など） 

 

2-2:製造品等出荷額 

 

・製造品等出荷額（生産額）の増加が期待できるか 

2-3:雇用の創出 ・新規雇用創出が期待できるか 

 

2-4:市内・県内企業と

の取引拡大 

・具体的に想定される新規の市内・県内取引先があるか 

・既存の市内・県内取引先との取引量の増加が見込まれるか 

（立地後の地域への波及効果） 

 

2-5:市内への定着 ・本社機能を市内に新たに移すか（本社機能とは、通常本社が

有する人事、経理、企画部門の中枢機能をいう） 

・県外・市外からの新規立地か 

 

３．加点要素 その他 加点が認めら

れる特記事項 

 

・国の補助金活用（大規模成長投資補助金、事業再構築補助金

（サプライチェーン強靭枠））の計画の有無 

・１０年以上の立地に関する合意する意向の有無 

・「表 6－3」に該当する企業の立地 

・省力化等の設備導入に伴う生産性の向上の計画の有無 

・従業員の待遇（給与、処遇等）について優れていると認めら

れる点 

・地域貢献に資する取り組みや計画の有無 

・脱炭素の取り組みの有無 

・その他 特に優れていると認められる事項 
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【表6-3】別途加点要素となる企業 

項目 要件 

(ⅰ)「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画

2023年改訂版に位置付けられた戦略分野（右欄）」を取

扱う企業 

  

  

【対象分野】 

①半導体   

②蓄電池   

③バイオものづくり   

④データセンター  

⑤「①～④を取り扱う物流施設」 

(ⅱ)「経済安全保障推進法施行令第1条に規定する特定

重要物資（右欄）」を取扱う企業 

  

【対象物資】 

①抗菌性物質製剤  

②肥料  

③永久磁石  

④工作機械及び産業用ロボット  

⑤航空機の部品 

⑥半導体素子及び集積回路  

⑦蓄電池   

⑧インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて電子

計算機を他人の情報処理の用に供するシステムに用いるプログラム 

⑨可燃性天然ガス  

⑩金属鉱産物   

⑪船舶の部品   

⑫コンデンサー及びろ波器 

⑬「①～⑫を取り扱う物流施設」 

 

(ⅲ)「地域未来投資促進法第2条に規定する地域経済牽

引事業の承認要件（右欄）」を満たす企業(当該企業が生

産する製品の主要原材料が当該区域が存する都道府県内

の地元産品(※1)であり、かつ、従業員の地元雇用率の

目標を半数以上とする場合に限る)。 

 

※1・・・県内で「生産されたもの」、「原材料の主要な

部分が生産されたもの」又は「製造、加工その他の工程

のうち主要な部分を行うことにより相応の付加価値が生

じているもの」 

【対象要件】 

要件１：地域の特性を活用すること 

要件２：高い付加価値を創造すること 

要件３：区域内事業者間取引５％増の経済的効果が見込まれること 

（岩手県計画参照） 

 

・上記を満たした上で生産する製品の主要原材料が県内の地元産品

(※1)であり、かつ、従業員の地元雇用率の目標を半数以上となっ

ていること 
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７ 分譲予定者決定後の協定及び契約の締結等 

 

 分譲予定者決定後は、立地協定の締結、土地の引渡しに向けた調整・手続き等を実施します

（以下参照）。 

※報道発表や花巻市ホームページ等において、分譲予定者として決定した企業の概要などを公表

させていただく場合があります。 

 

⑴ 立地協定の締結 

分譲が決定した企業は、花巻市と立地協定及び公害防止協定を締結していただきます。 

なお、締結日等については、別途協議の上、決定します。 

 

⑵ 土地売買契約の締結等 

① 花巻市が指定する期日までに、土地売買契約を締結します。 

※「花巻市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第3条の規定（5,000

㎡以上かつ2,000万円を超える市有地の売払い）に該当する場合は、土地売買仮契約を締結しま

す。その後、花巻市議会による議決をもって、本契約の効力を有するよう手続きを行います。 

② 本契約の締結後、花巻市が指定する期日までに土地の売買代金を一括で納入いただきます。 

③ 本契約の締結にかかる諸費用については、譲受人の負担となります。 

 

⑶ 所有権の移転等 

  ① 土地の所有権移転日については、土地売買契約の売買代金を完納した日とします。 

  ② 所有権移転登記については、土地の売買代金の完納後、花巻市が嘱託します。 

  ③ 登記に必要となる登録免許税などの諸費用については、譲受人の負担となります。 

 

⑷ 契約の解除又は買い戻し 

  ① 土地売買契約を締結した日から起算して10年を経過する日までの間、譲受人が次のいずれか

に該当したときは、花巻市は、土地売買契約を解除し、又は当該土地を買い戻すことができる

ものとします。 

ア 分譲の申込み又は土地売買契約締結にあたり、虚偽その他不正の行為があったとき 

イ 契約に違反したとき 

ウ 法人たる譲渡人の企業が解散したとき 

エ 分譲区画の目的外使用及び転売等の制限に違反したとき 

オ 仮差押え、仮処分、強制執行又は競売の申立を受けたとき 

カ 公害の防止に必要な措置を講じなかったとき 

キ 譲受人から土地売買契約の解除の申し出があったとき 

  ② 上記①により土地売買契約を解除したとき、又は当該土地を買い戻したときは、譲受人は、

花巻市の指定する期日までに自己の負担において、当該土地を土地売買契約時の状態に回復の

上、返還するものとします。この場合において、譲受人又は第三者に損害が生じても、花巻市

はその責めを負わないものとします。 

なお、花巻市が代わりに原状回復した場合は、その費用を譲受人に請求できるものとします。 

③ 買い戻し特約の登記は、土地売買契約に基づく所有権移転登記と同時にこれに付記して行う

ものとし、これに要する費用は譲受人の負担とします。 
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【お問い合わせ先】 

 

〒025-8601 

岩手県花巻市花城町9-30 

花巻市商工観光部商工労政課企業立地推進室 

電 話  0198-41-3537 

F A X  0198-24-0259 

M a i l  ritti@city.hanamaki.iwate.jp 


